別記１様式第１号（第３条、第４条関係）
未来の漁村を支える人づくり事業

（新規就業者育成支援事業）
事業実施計画書（事業実施変更計画書）
１　事業主体

２　事業実施の目的及び必要性

３　事業計画及び事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	事業内容
	事業に要する経費
	負担区分
	備考

	
	
	
	県補助金
	その他
	

	体制（組織）の整備のための取組み
	
	
	
	
	

	実践活動の取組み
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


　※積算内訳書を添付してください。
４　事業完了予定年月日

（注）変更に係る部分については二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。

別記１様式第２号（第３条、第８条関係）
協　議　会　委　員　名　簿

協議会名：　　　　　　　　　　　　　　　　

	氏　名
	所　属
	役　職
	備　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


別記１様式第３号（第５条、第６条、第８条関係）
未来の漁村を支える人づくり事業

（新規就業者育成支援事業）
事業計画書（事業変更計画書・事業実績書）
１　事業主体

２　事業の目的

３　事業計画（又は実績）

	区分
	事業内容
	期待される効果

（又は成果）
	備考

	
	
	
	

	体制（組織）の整備のための取組み
	
	
	

	実践活動の取組み
	
	
	


４　経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                （単位：円）
	区分
	事業に要する

（又は要した）経費
	負担区分
	備考

	
	
	県補助金
	その他
	

	体制(組織)整備のための取組み
	
	
	
	

	実践活動の取組み
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


　※積算内訳書を添付してください。

４　事業完了予定年月日（又は完了年月日）

（注）変更に係る部分については二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。
別記１様式第４号（第５条、第６条、第８条関係）
事業計画（又は実績）の詳細
１　体制（組織）の整備のための取組み

・関係機関・受入漁家との打合せ

	対象者
	時期
	内容

	
	
	


・協議会の開催

	時期
	検討内容

	
	


・その他

２　実践活動の取組み

・漁業体験研修

	漁業種類
	時期
	参加者（名）
	内容

	
	
	
	


　（注）実績報告書に漁業体験研修の状況を確認できる写真を添付してください。
・就業者支援フェア等のへ出展・視察研修

	項目
	時期
	参加者（名）
	内容

	
	
	
	


・広報活動

	項目
	時期
	内容（部数等）

	
	
	


・その他
（注）変更に係る部分については二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。
別記１様式第５号（第５条、第６条、第８条関係）
受入体制の整備に係る支援体制（図示のこと）
	


（注）変更に係る部分については、その内容が分かるように記載してください。
別記１様式第６号（第７条関係）

第　　　号

　　　　年　　月　　日

　熊本県知事　　　　　　　様

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

未来の漁村を支える人づくり事業（新規就業者育成支援事業）補助金交付決定前着手承認申請書

　　　　年　　月　　日付け　第　　　号で補助金交付申請をした標記事業について、下記のとおり補助金交付決定前に着手したいので、熊本県農林水産業振興補助金等交付要項第９条第１項の規定により申請します。

記

１　補助事業の目的及び内容

２　事業に要する経費（補助申請額）

　　　　　　　　　　　円（　　　　　　円）

３　事前着手の理由

４　事前着手年月日

　　　　　　　年　　月　　日

５　事業完了年月日

　　　　　　　年　　月　　日

別記２様式第１号（第４条関係）

未来の漁村を支える人づくり事業

（新規就業者定着支援事業（漁船・漁具のリースによる支援））

営　漁　計　画　認　定　申　請　書

　　　　年　月　日

漁協の長　　　　　　様

申請者　所　属

住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（生年月日：　　年　　月　　日　　歳 ）

　私は、未来の漁村を支える人づくり実施要領別記２新規就業者定着支援事業の第４条の１の規定により、次のとおり営漁計画の認定を申請します。

（注）別紙１を添付すること

（別紙１）

営漁計　画　書

１　申請者の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請年月日　　　　　年　　月　　日

	（ふりがな）
氏名
	
	生年

月日

（年齢）
	年　月　日

（　　　　歳）

	現住所
	（〒　　　－　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

	所属漁協
	
	漁業種類
	

	家族構成
	氏　名
	続　柄
	年　齢
	職　業

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	生産基盤
	船舶
	
	漁具
	

	海技免許
	有（　　　　　　級　）　　　　　無


２　漁労技術研修等の実績

	研修等期間
	研修先
	備考

	
	漁業種類
	指導漁業者
	所属漁協
	

	年　　月　～　　月
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


３　漁業経営に関する目標・ビジョン
	※どのような漁業を、どのように進めていくのか具体的に記入してください。




４　年間操業計画

	操業時期
	漁業種類
	対象魚種

	
	
	


５　希望するリース（利用）動力漁船及び漁具・漁労機器の概要

（１）リース（利用）期間　
　　　　　年　　　月　　　日　　～　　　　　　　年　　　月　　　日
　

（２）動力漁船の概要

	総トン数
	馬力数
	進水年月日
	耐用年数
	取引価格（円）
	備考（装備機器等）

	
	
	
	
	
	


（注）・漁船の耐用年数を証する書面を添付してください。
・３社程度から適正取引価格を証する書面等を徴取し、添付してください。

また、そのうちの最低価格を取引価格としてください。
（３）漁具・漁労機器の概要

	漁具・漁労機器の名称
	製造会社
	型式
	取引価格（円）

	
	
	
	


（注）３社程度から適正取引価格を証する書面等を徴取し、添付してください。

また、そのうちの最低価格を取引価格としてください。

６　収支計画書

（単位：千円）

	項　目
	現　在

（事業実施前年度）
	今後の計画（実績含む）

	
	
	１年目

（　年度）
	２年目（　年度）
	３年目

（年度）

	漁　業　部　門
	出漁日数（日）
	
	
	
	

	
	漁業収入 (A)
	
	
	
	

	
	漁業支出
	燃料費
	
	
	
	

	
	
	漁具費
	
	
	
	

	
	
	餌料費
	
	
	
	

	
	
	氷　代
	
	
	
	

	
	
	修理費
	
	
	
	

	
	
	販売手数料
	
	
	
	

	
	
	漁船保険料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	利用料
	
	
	
	

	
	
	租税公課
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	＊減価償却費
	
	
	
	

	
	
	小　計（B）
	
	
	
	

	
	 漁業損益（A－B＝C)
	
	
	
	

	漁業以外事業
	漁業外収入 
	
	
	
	

	
	漁業外支出 
	
	
	
	

	
	 差引漁業外損益（D）
	
	
	
	

	営業外収支
	営業外収入
	
	
	
	

	
	営業外支出（家計費含む）
	
	
	
	

	
	 （うち借入金利息）
	
	
	
	

	
	差引営業外損益（E）
	
	
	
	

	 経常損益(C＋D＋E＝F)
	
	
	
	

	償還金
	既借入金
	
	
	
	

	
	沿岸漁業改善資金
	
	
	
	

	
	 合計 (G)
	
	
	
	


（注）減価償却費は、漁業支出の小計（B）に加算しないでください。
別記様式第２号（第４条関係）
第　　号
　　　　年　　月　　日
未来の漁村を支える人づくり事業

（新規就業者定着支援事業（漁船・漁具のリースによる支援））
営　漁　計　画　認　定　通　知　書

（営漁計画認定者）　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町長　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで申請のありました営漁計画については、未来の漁村を支える人づくり事業実施要領別記２新規就業者定着支援事業第４条の３の規定により、適当であると認定します。

別記２様式第３号（第５条関係）
年度未来の漁村を支える人づくり事業
（新規就業者定着支援事業（漁船・漁具のリースによる支援））実施願い
                                                        　　年　　月　　日
漁協の長　　 　　　様
                        　　　　　　営漁計画認定者の住　所
                                    氏　名   　　            　　
　
未来の漁村を支える人づくり事業（新規就業者定着支援事業（漁船・漁具のリースによる支援））による（漁船、漁具、漁労機器）を利用したいので願い出ます。
  （注）営漁計画書、営漁計画認定通知書の写しを添付すること。
別記２様式第４号（第５条、第６条関係）
第　　　号

　　　　年　　月　　日

　

市町長　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　漁協の住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　漁協名及び代表者名　　　　

未来の漁村を支える人づくり事業

（新規就業者定着支援事業(漁船・漁具のリースによる支援)実施計画書(実施変更計画書)
１　事業主体
２　事業の目的及び必要性
３　事業対象者（営漁計画認定者）の概要
	（ふりがな）
氏　名
	

	生年月日
	年　　月　　日　　（年齢　　　　歳）

	住　所
	

	所属漁協
	
	漁業種類
	

	家族構成
	氏　名
	続柄
	年齢
	職業
	備考

	
	
	
	
	
	

	漁労技術研修等の実績
	研修等期間
	漁業種類・指導漁業者（所属漁協） 

	
	
	


４　事業内容
	区　分
	規 模、能 力、構 造、その他

	動力漁船
	

	漁具・漁労機器
	


５　事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	事業費
	事業に要す
る経費
	負　担　区　分
	備考

	
	
	
	県補助金
	市町補助金
	その他
(うち借入)金）
	

	動力漁船
	
	
	
	
	
	

	漁具・水産機器
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


６　定着促進に係る支援体制（図示のこと）
	


７　事業完了予定年月日
（注１）変更に係る部分については二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。
（注２）関係書類として以下を添付すること
  ・補助対象事業に係る動力漁船等の仕様書、適正取引価格を証する書面（見積書含む）、耐用年数を証する書面（動力漁船の場合のみ）
  ・補助対象事業に係る動力漁船等の利用契約書（案）
  ・営漁計画認定者の営漁計画書
  ・その他必要な書類
別記２様式第５号（第５条、第６条関係）
年度未来の漁村を支える人づくり事業
（新規就業者定着支援事業（漁船・漁具のリースによる支援））

実施計画（実施計画変更）に関する意見書
                                                    　　第　　　　　号
                                                        　　年　　月　　日
　熊本県知事　　　　　　様
        　
市町の住所
                                       　　 市町長名　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日付け第　　　号で　　　漁業協同組合から提出のありました未来の漁村を支える人づくり事業（新規就業者定着支援事業（漁船・漁具のリースによる支援））実施計画（実施変更計画）に関する意見は下記のとおりです。
記
１　営漁計画認定者について
２　事業実施計画（実施変更計画）について
（注）事業主体による資金調達計画の妥当性についても記載ください
３　その他
（注）市町の施策との連携について記載ください
別記２様式第６号（第７条、第８条、第１２条関係）
未来の漁村を支える人づくり事業

（新規就業者定着支援事業（漁船・漁具のリースによる支援））
事業計画書（変更計画書・事業実績書）
１　事業主体
２　事業対象者
	（ふりがな）
氏　名
	
	生年月日　（年齢）
	年　　月　　日

（　　　歳）

	住　所
	

	所属漁協
	
	漁業種類
	

	漁労技術研修等の実績
	研修等期間
	漁業種類・指導漁業者（所属漁協） 

	
	
	


３　事業計画（又は実績）
	区　分
	規 模、能 力、構 造、その他

	動力漁船
	

	漁具

・

漁労機器
	


４　経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	事業費
	事業に要する（又は要した）経費
	負　担　区　分
	備考

	
	
	
	県補助金
	市町補助金
	その他
	

	動力漁船
	
	
	
	
	
	

	漁具

・

漁労機器
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


※積算内訳書を添付してください。

５　定着促進に係る支援体制（図示のこと）
	


６　事業完了予定年月日（又は完了年月日）
（注）変更に係る部分については二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。

別記２様式第７号（第９条関係）

第　　　号

　　　　年　　月　　日

　熊本県知事　　　　　　様

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　

未来の漁村を支える人づくり事業(新規就業者定着支援事業(漁船・漁具
のリースによる支援））補助金交付決定前着手承認申請書

　　　　年　　月　　日付け　第　　　号で補助金交付申請をした標記事業について、下記のとおり補助金交付決定前に着手したいので、熊本県農林水産業振興補助金等交付要項第９条第１項の規定により申請します。

記

１　補助事業の目的及び内容

２　事業に要する経費（補助申請額）

　　　　　　　　　　　円（　　　　　　円）

３　事前着手の理由

４　事前着手年月日

　　　　　　　年　　月　　日

５　事業完了年月日

　　　　　　　年　　月　　日
別記２様式第８号（第１１条関係）
年度未来の漁村を支える人づくり事業
（新規就業者定着支援事業(漁船・漁具のリースによる支援)）

利用開始(利用期間満了)報告書
                                                    第　　　　　号
                                                       　　年　　月　　日
　熊本県知事　　　　　　様
        　
                                  事業主体の住所
                                  名称及び代表者氏名    　　　   
　未来の漁村を支える人づくり事業実施要領別記２新規就業者定着支援事業の第１１条の１（の２）の規定に基づき、下記のとおり利用開始（利用期間満了）したので報告します。
（単位：円）
	交付決定
	年　　　月　　　日

	事業着手
	年　　　月　　　日

	利用開始
	年　　　月　　　日

	利用期間満了

（又は予定）
	年　　　月　　　日

	事業量
（規模、能力、構造等）
	

	事業費
	

	利用契約者
	

	利用料
	


  （注）関係書類として以下を添付すること。

　　・動力漁船等の利用契約書の写し

  　・事業実施中の営漁計画認定者の水揚高、漁業所得がわかるもの

（利用期間満了報告）

  　・その他必要な書類
別記２様式第９号（第１１条関係）
未来の漁村を支える人づくり事業

（新規就業者定着支援事業（漁船・漁具のリースによる支援））

営　漁　結　果　報　告　書

第　　　　　号
                                                        　　年　　月　　日
　熊本県知事　　　　　　様
                                        　市町の住所
                                        　市町長名        　　　
        　
　未来の漁村を支える人づくり事業実施要領別記２新規就業者定着支援事業第１１条の３の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　営漁計画認定者の概要
	現住所
	〒
	所属漁協
	

	（ふりがな）
氏名
	　　　　　　　　　　　　　　
	生年月日
（年齢）
	年　　月　　日　　　（　　　歳）

	家 族 構 成
	氏　名
	続 柄
	年 齢
	職　業

	
	
	
	
	

	事業内容
	動力漁船
漁具・漁労機器
	利用開始利用期間
	　　　　年度
（　　　年）
	利用開始からの年数
	年目


２　年間操業実績
	操業時期
	漁業種類
	対象魚種

	
	
	


３　今漁期の経営状況及び課題、来漁期に向けた改善策などの漁家経営に関する概要及び審査会の意見

４　収支実績                                             　　　　　　　　
（単位：千円）
	項　目
	１年目

(  年度)
	２年目
(  年度)
	３年目

(  年度)
	４年目

(  年度)
	５年目

(  年度)

	漁　業　部　門
	出漁日数（日）
	
	
	
	
	

	
	漁業収入 (A)
	
	
	
	
	

	
	漁業支出
	燃料費
	
	
	
	
	

	
	
	漁具費
	
	
	
	
	

	
	
	餌料費
	
	
	
	
	

	
	
	氷　代
	
	
	
	
	

	
	
	修理費
	
	
	
	
	

	
	
	販売手数料
	
	
	
	
	

	
	
	漁船保険料
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	利用料
	
	
	
	
	

	
	
	租税公課
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	＊減価償却費
	
	
	
	
	

	
	
	小　計（B）
	
	
	
	
	

	
	漁業損益（A－B＝C)
	
	
	
	
	

	漁業以外事業
	漁業外収入 
	
	
	
	
	

	
	漁業外支出 
	
	
	
	
	

	
	差引漁業外損益（D）
	
	
	
	
	

	営業外収支
	営業外収入
	
	
	
	
	

	
	営業外支出（家計費含む）
	
	
	
	
	

	
	 （うち借入金利息）
	
	
	
	
	

	
	差引営業外損益（E）
	
	
	
	
	

	経常損益(C＋D＋E＝F)
	
	
	
	
	

	償還金
	既借入金
	
	
	
	
	

	
	沿岸漁業改善資金
	
	
	
	
	

	
	 合計 (G)
	
	
	
	
	


（注１）減価償却費は、漁業支出の小計（B）に加算しないでください
（注２）関係書類として税務申告書の写しを添付すること。 　
別記２様式第１０号（第１３条関係）
第　　　号
     　　　　年　　月　　日
 市町長　　　　　　様
                                   　 漁業協同組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表理事組合長　　　　　　　
漁船等の被災等の報告について
　未来の漁村を支える人づくり実施要領別記２新規就業者定着支援事業の第１３条の１の規定により、整備した漁船等（動力漁船・漁具・漁労機器）が下記の理由により使用不能となりましたので、報告します。
記
１　事業内容及び名称

２　利用契約者

３　漁船等の名称、規模、能力、構造等

４　事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　うち県補助金　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　うち市町補助金　　　　　　　　　　　　　　　円

５　使用不能となった原因（詳細を記入してください。）

６　応急措置（詳細を記入してください。）

７　復旧計画（詳細を記入してください。）

８　復旧時期　　　　　　　　年　　　月　　　日
別記３様式第１号（第４条関係）
未来の漁村を支える人づくり事業

（新規就業者定着支援事業（着業後のフォローアップ研修））

営　漁　計　画　認　定　申　請　書

　　　　年　月　日

漁協の長　　　　　　様

申請者　所　属

住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（生年月日：　　　年　　月　　日　　　歳 ）

　私は、未来の漁村を支える人づくり事業実施要領別記３新規就業者定着支援事業第４条の１の規定により、次のとおり営漁計画の認定を申請します。

（注）別紙１を添付すること

（別紙１）

営漁計　画　書

１　申請者の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請年月日　　　　　年　　月　　日

	（ふりがな）
氏名
	
	生年

月日

（年齢）
	年　月　日

（　　　　歳）

	現住所
	（〒　　　－　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

	所属漁協
	
	漁業種類
	

	家族構成
	氏　名
	続　柄
	年　齢
	職　業

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	生産基盤
	船舶
	
	漁具
	

	海技免許
	有（　　　　　　級　）　　　　　無


２　漁労技術研修等の実績

	研修等期間
	研修先
	備考

	
	漁業種類
	指導漁業者
	所属漁協
	

	　年　　月　～　　月
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


３　漁業経営に関する目標・ビジョン
	※どのような漁業を、どのように進めていくのか具体的に記入してください。




４　年間操業計画

	操業時期
	漁業種類
	対象魚種

	
	
	


５　希望するフォローアップ研修の概要
（１）漁業技術研修

	年度
	研修期間
	研修先
	備考

	
	
	漁業種類
	場所
	

	　　　　　
	年　　月　～　　月
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（２）資格取得研修
	年度
	研修期間
	研修先
	備考

	
	
	資格の種類
	場所
	

	　　　　　
	年　　月　～　　月
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


６　収支計画書

（単位：千円）

	項　目
	現　在

（事業実施前年度）
	今後の計画

	
	
	１年目

（　　年度）
	２年目（　　年度）
	３年目

（　　年度）

	漁　業　部　門
	出漁日数（日）
	
	
	
	

	
	漁業収入 (A)
	
	
	
	

	
	漁業支出
	燃料費
	
	
	
	

	
	
	漁具費
	
	
	
	

	
	
	餌料費
	
	
	
	

	
	
	氷　代
	
	
	
	

	
	
	修理費
	
	
	
	

	
	
	販売手数料
	
	
	
	

	
	
	漁船保険料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	利用料
	
	
	
	

	
	
	租税公課
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	＊減価償却費
	
	
	
	

	
	
	小　計（B）
	
	
	
	

	
	 漁業損益（A－B＝C)
	
	
	
	

	漁業以外事業
	漁業外収入 
	
	
	
	

	
	漁業外支出 
	
	
	
	

	
	 差引漁業外損益（D）
	
	
	
	

	営業外収支
	営業外収入
	
	
	
	

	
	営業外支出（家計費含む）
	
	
	
	

	
	 （うち借入金利息）
	
	
	
	

	
	差引営業外損益（E）
	
	
	
	

	 経常損益(C＋D＋E＝F)
	
	
	
	

	償還金
	既借入金
	
	
	
	

	
	沿岸漁業改善資金
	
	
	
	

	
	 合計 (G)
	
	
	
	


（注）減価償却費は、漁業支出の小計（B）に加算しないでください。
別記３様式第２号（第４条関係）
第　　号
　　　　年　　月　　日
未来の漁村を支える人づくり支援事業

（新規就業者定着支援事業（着業後のフォローアップ研修））
営　漁　計　画　認　定　通　知　書

（営漁計画認定者）　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町長　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで申請のありました営漁計画については、未来の漁村を支える人づくり事業実施要領別記３新規就業者定着支援事業第４条の３の規定により、適当であると認定します。

別記３様式第３号（第５条関係）
年度未来の漁村を支える人づくり事業
（新規就業者定着支援事業（着業後のフォローアップ研修））実施願い
                                                        　　　　　　　　　　年　　月　　日
漁協の長　　　　　　様
                        　　　　　　　　　　営漁計画認定者の住所
                                        　　氏　名          　　 
　
未来の漁村を支える人づくり事業（新規就業者定着促支援事業（着業後のフォローアップ研修））による研修を受講したいので願い出ます。
  （注）営漁計画書、営漁計画認定通知書、確約書（別添１）を添付すること。
（別添１）
未来の漁村を支える人づくり事業

（新規就業者定着支援事業（着業後のフォローアップ研修））
確　約　書
　　　　　年　　　月     日
漁協の長　　　　　　様
営漁計画認定者の住　所
氏　名   　　            　　印
　　　　年　　月　　日付けで申請しました未来の漁村を支える人づくり事業（新規就業者定着支援事業（着業後のフォローアップ研修））の研修費について、下記のいずれかに該当する場合には、既に支給を受けた研修支援給付金を返還することを確約します。

記
１　研修期間中に研修を中止したとき
２　研修修了後、原則として１年以内に研修を受けた漁業に従事しないとき
３　研修修了後、研修を受けた地域での営漁期間が、継続して３年間に満たないとき
別記３様式第４号（第５条、第６条関係）
第　　　号

　　　　年　　月　　日

　市町長　　　　　　様

漁協の住所

漁協名及び代表者名　　　　

未来の漁村を支える人づくり事業（新規就業者支援研修事業（着業後の
フォローアップ研修））実施計画書（実施変更計画書）
１　事業主体
２　事業の目的及び必要性
３　事業対象者（営漁計画認定者）の概要
	（ふりがな）
氏　名
	

	生年月日
	年　　月　　日　　（年齢　　　　歳）

	住　所
	

	所属漁協
	
	漁業種類
	

	家族構成
	氏　名
	続柄
	年齢
	職業
	備考

	
	
	
	
	
	

	漁労技術研修等の実績
	研修等期間
	漁業種類・指導漁業者（所属漁協） 

	
	
	


４　事業内容
（１）漁業技術研修

	研修期間
	漁業種類
	場所
	研修内容

	　　月　～　　　月
	
	
	


（２）資格取得研修
	研修期間
	資格の種類
	場所
	研修内容

	月　～　　　月
	
	
	


５　事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	内　容
	事業に要する経費
	負　担　区　分
	備考

	
	
	
	県補助金
	市町

補助金
	その他
	

	漁業技術研修
	研修支援給付金
研修資材費
指導謝金
	
	
	
	
	

	資格取得研修
	資格取得費
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


６　定着促進に係る支援体制（図示のこと）
	


７　事業完了予定年月日
（注１）変更に係る部分については二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。
（注２）関係書類として以下を添付すること
  ・補助対象事業に係る経費の内訳書
  ・営漁計画認定者の営漁計画書
  ・その他必要な書類
別記３様式第５号（第５条、第６条関係）
年度未来の漁村を支える人づくり事業

（新規就業者定着支援事業（着業後のフォローアップ研修））
実施計画（実施計画変更）に関する意見書
                                                        　番　　　　　号
                                                        　　年　　月　　日
　熊本県知事　　　　　　様
        　
市町の住所
市町長名　　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日付け第　　　号で　　　漁業協同組合から提出のありました未来の漁村を支える人づくり事業（新規就業者定着支援事業（着業後のフォローアップ研修））実施計画（実施変更計画）に関する意見は下記のとおりです。
記

１　営漁計画認定者について
２　事業実施計画（実施変更計画）について
３　その他
（注）市町の施策との連携について記載ください
別記３様式第６号（第７条、第８条、第１１条関係）
未来の漁村を支える人づくり事業

（新規就業者定着支援事業（着業後のフォローアップ研修））

事業計画書（事業変更計画書・事業実績書）
１　事業主体
２　事業対象者
	（ふりがな）
氏　名
	
	生年月日　（年齢）
	年　月　　日

（　　　歳）

	住　所
	

	所属漁協
	
	漁業種類
	

	漁労技術研修等の実績
	研修等期間
	漁業種類・指導漁業者（所属漁協） 

	
	
	


３　事業計画（又は実績）
	区　分
	研修期間
	研修内容
	期待される効果
（又は成果）

	漁業技術研修
	
	
	

	資格取得研修
	
	
	


４　経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	事業に要する
（又は要した）経費
	負　担　区　分
	備考

	
	
	県補助金
	市町補助金
	その他
	

	漁業技術研修
	
	
	
	
	

	資格取得研修
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


※積算内訳書を添付してください。

５　定着促進に係る支援体制（図示のこと）
	


６　事業完了予定年月日（又は完了年月日）
（注）変更に係る部分については二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。

別記３様式第７号（第７条、第８条、第１１条関係）
事業計画（又は実績）の内訳
１　漁業技術研修

（１）指導漁業者　（複数の指導漁業者がいる場合は、それぞれ記載ください）

　　　　氏　名

　　　　住　所

　　　　漁業種類

（２）研修期間　　　　　　年　　月　　日　　から　　　　年　　月　　日
（３）研修内容

	研修項目
	月
	合計

	
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※実施した研修日数を記入ください
（４）指導漁業者による漁業技術の習熟等に関する研修計画（実績）の評価

	（注）指導漁業者が複数いる場合は、代表者が記入してください。


２　資格取得研修
（１）資格の種類
（２）研修場所
（３）研修期間　　　　　　年　　月　　日　　から　　　　年　　月　　日
（４）研修内容
別記３様式第８号（第９条関係）

第　　　号

　　　　年　　月　　日

　熊本県知事　　　　　　　様

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　

未来の漁村を支える人づくり事業(新規就業者定着支援事業(着業後の
フォローアップ研修))補助金交付決定前着手承認申請書

　　　　年　　月　　日付け　第　　　号で補助金交付申請をした標記事業について、下記のとおり補助金交付決定前に着手したいので、熊本県農林水産業振興補助金等交付要項第９条第１項の規定により申請します。

記

１　補助事業の目的及び内容

２　事業に要する経費（補助申請額）

　　　　　　　　　　　円（　　　　　　円）

３　事前着手の理由

４　事前着手年月日

　　　　　　　年　　月　　日

５　事業完了年月日

　　　　　　　年　　月　　日
別記３様式第９号（第１１条関係）
フォローアップ研修日誌
所属漁協名　　　　　　　　　　　　　　　
研修者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
指導漁業者氏名　　　　　　　　　　　　　
	月
	日
	研修場所
	上段（漁業技術 ・ 資格取得）
下段（研修内容を具体的に記載ください）
	研修開始

終了時間
	出港時間
	帰港時間
	感想（所見）
	指導漁業者印

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	




別記３様式第１０号（第１３条関係）
未来の漁村を支える人づくり支援

（新規就業者定着支援事業（着業後のフォローアップ研修））
営　漁　結　果　報　告　書
                                                        　　年　　月　　日
　熊本県知事　　　　　　様
                                       市町の住　所
                                       市町長名          　　　
        　
　未来の漁村を支える人づくり事業実施要領別記３新規就業者定着支援事業第１３条の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　営漁計画認定者の概要
	現住所
	〒
	所属漁協
	

	（ふりがな）
氏名
	　　　　　　　　　　　　　　
	生年月日
（年齢）
	年　　月　　日　　　（　　　歳）

	家 族 構 成
	氏　名
	続 柄
	年 齢
	職　業

	
	
	
	
	

	事業内容
	漁業技術研修
資格取得研修
	事業実施
	　　　　　年度
	事業実施からの年数
	年目


２　今漁期の経営状況及び課題、来漁期に向けた改善策などの漁家経営に関する概要及び審査会の意見
３　年間操業実績
	操業時期
	漁業種類
	対象魚種

	
	
	


４　収支実績                                             　　　　　　　　
（単位：千円）
	項　目
	１年目

（　　年度）
	２年目
（　　年度）
	３年目

（　　年度）
	備考

	漁　業　部　門
	出漁日数（日）
	
	
	
	

	
	漁業収入 (A)
	
	
	
	

	
	漁業支出
	燃料費
	
	
	
	

	
	
	漁具費
	
	
	
	

	
	
	餌料費
	
	
	
	

	
	
	氷　代
	
	
	
	

	
	
	修理費
	
	
	
	

	
	
	販売手数料
	
	
	
	

	
	
	漁船保険料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	利用料
	
	
	
	

	
	
	租税公課
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	＊減価償却費
	
	
	
	

	
	
	小　計（B）
	
	
	
	

	
	 漁業損益（A－B＝C)
	
	
	
	

	漁業以外事業
	漁業外収入 
	
	
	
	

	
	漁業外支出 
	
	
	
	

	
	 差引漁業外損益（D）
	
	
	
	

	営業外収支
	営業外収入
	
	
	
	

	
	営業外支出（家計費含む）
	
	
	
	

	
	 （うち借入金利息）
	
	
	
	

	
	差引営業外損益（E）
	
	
	
	

	 経常損益(C＋D＋E＝F)
	
	
	
	

	償還金
	既借入金
	
	
	
	

	
	沿岸漁業改善資金
	
	
	
	

	
	 合計 (G)
	
	
	
	


（注１）減価償却費は、漁業支出の小計（B）に加算しないでください
（注２）関係書類として税務申告書の写しを添付すること。 　
別記３様式第１１号（第１４条関係）
フォローアップ研修中止届

                                                        　　年　　月　　日

　市町長　　様

        　

研修者の住所

氏　名　　　　　　　　　

　下記のとおりフォローアップ研修を中止しましたので届け出ます。
記

１　所属漁協
２　研修区分及び内容
	区　分
	研修内容

	漁業技術研修
	

	資格取得研修
	


３　中止年月日　　　　　　年　　月　　日

４　研修期間　　　　　　年　　月　～　　　　　年　　月
５　中止理由　
(記載例)

推　薦　書

　下記の者は、○○漁業協同組合の重要な担い手であることから、未来の漁村を支える人づくり事業（新規就業者定着支援事業（着業後のフォローアップ研修））の対象として推薦します。

記

１　氏　名

２　生年月日（年齢）

３　住　所

４　漁業種類

５　就業後年数

６　長期研修等の研修実績

　　

　　　　　　　年　　月　　日




　

　　　　市町長　　　　 様




漁業協同組合の住所



名称

代表理事組合長　　　　　　　　　
別記４様式第１号（第４条関係）
未来の漁村を支える人づくり事業

（マッチング支援事業）
研　修　計　画　認　定　申　請　書

　　　　年　　月　　日

漁協の長　　　　　　様

申請者　所　属

住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（生年月日：　　　年　　月　　日　　　歳 ）

　私は、未来の漁村を支える人づくり事業実施要領別記４マッチング支援事業第４条の１の規定により、次のとおり研修計画の認定を申請します。

（注）別紙１を添付すること

（別紙１）

研修計　画　書

１　申請者の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請年月日　　　　　年　　月　　日

	（ふりがな）
氏名
	
	生年

月日

（年齢）
	年　月　日

（　　　　歳）

	現住所
	（〒　　　－　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

	所属漁協
	
	漁業種類
	

	家族構成
	氏　名
	続　柄
	年　齢
	職　業

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	生産基盤
	船舶
	
	漁具
	

	海技免許
	有（　　　　　　級　）　　　　　無


２　体験漁業研修等の実績

	研修等期間
	研修先
	備考

	
	漁業種類
	指導漁業者
	所属漁協
	

	　年　　月　～　　月
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


３　漁業を始めようと思った理由
	


４　研修の目標

	研修内容
	漁業種類
	目標
(いつまでにどのような経験をしどうなっていたいか等)

	Ａコース
(1週間程度)
	
	

	Ｂコース

（1カ月程度）
	
	


５　希望する研修の概要
（１）Ａコース

	研修期間
	研修先
	備考

	
	漁業種類
	指導漁業者
	場所
	

	年　　月　～　　月
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（２）Ｂコース
	研修期間
	研修先
	備考

	
	漁業種類
	指導漁業者
	場所
	

	年　　月　～　　月
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


別記４様式第２号（第４条関係）
第　　　　　号
　　　　年　　月　　日
未来の漁村を支える人づくり事業

（マッチング支援事業）
研　修　計　画　認　定　通　知　書

（研修計画認定者）　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町長　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付けで申請のありました研修計画については、未来の漁村を支える人づくり実施要領別記４マッチング支援事業第４条の３の規定により、適当であると認定します。

別記４様式第３号（第５条関係）
年度未来の漁村を支える人づくり事業
（マッチング支援事業）
実施願い
                                                        　　　　　　　　　　年　　月　　日
漁協の長　　　　　　様
                        　　　　　　　　　　研修計画認定者の住所
                                        　　氏　名          　　 
　
未来の漁村を支える人づくり（マッチング支援事業）による研修を受講したいので願い出ます。
  （注）研修計画書、研修計画認定通知書、確約書（別添１）を添付すること。
（別添１）
未来の漁村を支える人づくり事業

（マッチング支援事業）
確　約　書
　　　　　年　　　月     日
漁協の長　　　　　　様
研修計画認定者の住所
氏　名   　　            　　
　　　　年　　月　　日付けで申請しました未来の漁村を支える人づくり事業（マッチング支援事業）の研修費について、下記のいずれかに該当する場合には、既に支給を受けた研修支援給付金を返還することを確約します。

記
１　適切な研修を行っていないとき

２　虚偽の申請等を行ったとき
別記４様式第４号（第５条、第６条関係）
第　　　号

　　　　年　　月　　日

　市町長　　　　　　様

漁協の住所

漁協名及び代表者名　　　　

　　未来の漁村を支える人づくり事業（マッチング支援事業）実施計画書（実施変更計画書）
１　事業主体
２　事業の目的及び必要性
３　事業対象者（研修計画認定者）の概要
	（ふりがな）
氏　名
	

	生年月日
	年　　月　　日　　（年齢　　　　歳）

	住　所
	

	所属漁協
	
	漁業種類
	

	家族構成
	氏　名
	続柄
	年齢
	職業
	備考

	
	
	
	
	
	

	体験漁業研修等の実績
	研修等期間
	漁業種類・指導漁業者（所属漁協） 

	
	
	


４　事業内容
（１）Ａコース

	研修期間
	漁業種類
	指導漁業者
	場所
	研修内容

	　　月　～　　　月
	
	
	
	


（２）Ｂコース
	研修期間
	漁業種類
	指導漁業者
	場所
	研修内容

	月　～　　　月
	
	
	
	


５　事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	内　容
	事業に要する経費
	負　担　区　分
	備考

	
	
	
	県補助金
	市町

補助金
	その他
	

	研修
	研修支援給付金
研修資材費
指導謝金
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


６　研修に係る支援体制（図示のこと）
	


７　事業完了予定年月日
（注１）変更に係る部分については二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。
（注２）関係書類として以下を添付すること
  ・補助対象事業に係る経費の内訳書
  ・研修計画認定者の研修計画書
  ・その他必要な書類
別記４様式第５号（第５条、第６条関係）
年度未来の漁村を支える人づくり事業

（マッチング支援事業）
実施計画（実施計画変更）に関する意見書
                                                        　番　　　　　号
                                                        　　年　　月　　日
　熊本県知事　　　　　　様
        　
市町の住所
市町長名　　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日付け第　　　号で　　　漁業協同組合から提出のありました、未来の漁村を支える人づくり事業（マッチング支援事業）実施計画（実施変更計画）に関する意見は下記のとおりです。
記

１　研修計画認定者について
２　事業実施計画（実施変更計画）について
３　その他
（注）市町の施策との連携について記載ください
別記４様式第６号（第７条、第８条、第１２条関係）
未来の漁村を支える人づくり事業

（マッチング支援事業）
事業計画書（事業変更計画書・事業実績書）
１　事業主体
２　事業対象者
	（ふりがな）
氏　名
	
	生年月日　（年齢）
	年　　月　　日

（　　　歳）

	住　所
	

	所属漁協
	
	漁業種類
	

	体験漁業研修等の実績
	研修等期間
	漁業種類・指導漁業者（所属漁協） 

	
	
	


３　事業計画（又は実績）
	区　分
	研修期間
	研修内容
	期待される効果
（又は成果）

	Ａコース
	
	
	

	Ｂコース
	
	
	


４　経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	事業に要する
（又は要した）経費
	負　担　区　分
	備考

	
	
	県補助金
	市町補助金
	その他
	

	研修
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


※積算内訳書を添付してください。

５　研修に係る支援体制（図示のこと）
	


６　事業完了予定年月日（又は完了年月日）
（注）変更に係る部分については二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載してください。

別記４様式第７号（第７条、第８条、第１２条関係）
事業計画（又は実績）の内訳
１　研修

（１）指導漁業者　（複数の指導漁業者がいる場合は、それぞれ記載ください）

　　　　氏　名

　　　　住　所

　　　　漁業種類

（２）研修期間　　　　　　年　　月　　日　　から　　　　年　　月　　日
（３）研修内容

（４）指導漁業者による研修計画（実績）の評価

	（注）指導漁業者が複数いる場合は、各人が記入してください。


２　資格取得研修
（１）資格の種類
（２）研修場所
（３）研修期間　　　　　　年　　月　　日　　から　　　　年　　月　　日
（４）研修内容
	研修項目
	月
	合計

	
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　※実施した研修日数を記入してください。

別記４様式第８号（第９条関係）

第　　　号

　　　　年　　月　　日

　熊本県知事　　　　　　　様

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　

未来の漁村を支える人づくり事業 （マッチング支援事業）補助金
交付決定前着手承認申請書

　　　　年　　月　　日付け　第　　　号で補助金交付申請をした標記事業について、下記のとおり補助金交付決定前に着手したいので、熊本県農林水産業振興補助金等交付要項第９条第１項の規定により申請します。

記

１　補助事業の目的及び内容

２　事業に要する経費（補助申請額）

　　　　　　　　　　　円（　　　　　　円）

３　事前着手の理由

４　事前着手年月日

　　　　　　　年　　月　　日

５　事業完了年月日

　　　　　　　年　　月　　日
別記４様式第９号（第１１条関係）
研修日誌
所属漁協名　　　　　　　　　　　　　　　
研修者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
指導漁業者氏名　　　　　　　　　　　　　
	月
	日
	研修場所
	上段（漁業技術 ・ 資格取得）
下段（研修内容を具体的に記載ください）
	研修開始

終了時間
	出港時間
	帰港時間
	感想（所見）
	指導漁業者印

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	




別記４様式第１０号（第１３条関係）
研修中止届

                                                        　　年　　月　　日

　市町長　　様

        　

研修者の住所

氏　名　　　　　　　　　印

　下記のとおり研修を中止しましたので届け出ます。
記

１　所属漁協
２　研修区分及び内容
	区　分
	研修内容

	Ａコース
	

	Ｂコース
	


３　中止年月日　　　　　　年　　月　　日

４　研修期間　　　　　　年　　月　～　　　　　年　　月
５　中止理由　
(記載例)

推　薦　書

　下記の者は、○○漁業協同組合の重要な担い手候補であることから、未来の漁村を支える人づくり事業（マッチング支援事業）の対象として推薦します。

記

１　氏　名

２　生年月日（年齢）

３　住　所

４　漁業種類

５　予定指導漁業者

６　体験漁業研修等の実績

　　

　　　　　　　年　　月　　日




　

　　　　市町長　　　　 様




漁業協同組合の住所



名称

代表理事組合長　　　　　　　　　
漁協確認印





※指導漁業者が複数いる場合は、列記してください





漁協確認印





※指導漁業者が複数いる場合は、列記してください








